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進展するコ

・本牧ふ頭

・南本牧ふ

・新本牧ふ

横浜港の交

・南本牧ふ

・国道 357

港湾計画

国際コンテ

基本的な考え

我が国を代表

ス」を提供でき

強化し、基幹航

課題 

横浜港が、国

能や十分な貨

隣アジア諸国

このため、戦

①背後圏の拡

②日本発着で

③横浜港で取

を獲得すること

具体的な方策

横浜港では、

面から総合的

主なハード施

ンテナ船の大

Ｄ－４コンテ

頭ＭＣ－３、

頭の整備 

通アクセスの

頭連絡臨港道

号、横浜環

画と連携し

ナ戦略港湾

え方 

する国際貿易

きるよう、国、横

航路が寄港す

国際コンテナ戦

貨物量の集積

国との輸出入を

略貨物と位置

大により更な

釜山港などの

り込める可能

とが重要である

策 

国際コンテナ

的に施策を展開

施策】 

 

大型化に対応

テナターミナ

、４コンテナ

の向上 

道路の整備

状道路の整備

して取り組

湾の実現に

易港として、荷

横浜港埠頭株

する国際海運

戦略港湾とし

積、さらには量

を円滑に行うこ

置付けた 

なる集貨が見込

の海外港湾で

能性がある国際

る。 

ナ戦略港湾の

開するなど、官

123 

応した先進的

ナル再整備

ナターミナル

備 

組む事項

向けた施策

荷主の求める

株式会社など

運ネットワーク上

して実現してい

量的に大きな比

ことが必要で

込める貨物

でトランシップ

際トランシップ

の実現に向け

官民が一体と

的な施設整備

ルの整備 

策展開 

る「低コスト」、

どと連携した施

上の拠点港湾

いくためには、

比率を占め今

である。 

プされている貨

プ貨物 

、船舶・貨物

となって使いや

備 

「短い輸送期

施策を展開す

湾の地位を維

、基幹航路が

今後も貨物量

貨物 

を集中させる

やすい港づく

期間」、「安定

することで、国際

維持・向上させ

が寄港するた

量の増加が見

るため、ハード

くりを推進して

定したサー

際競争力

せていく。 

めの施設

見込まれる

ド・ソフト

ていく。 
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○貨物集荷策 

 ・航路維持・強化や、内航・鉄道等の利用促進も含めた民間事業者の貨物集荷に対する支援 

 ・港頭地区のロジスティクス機能の強化 

○港湾利用コストの低減 

 ・戦略的で柔軟な貸付料の設定 

 ・強制水先基準の緩和による入出港経費の削減 

 ・横持輸送費用の低減に向けた取組 

○利便性向上策の展開 

 ・施設の一体利用の促進 

 ・ＩＴ化の推進 

 ・陸上輸送の効率化 

○戦略的なポートセールスの実施 

 ・船会社、荷主等への国内外での戦略的なポートセールス 

○就業環境の向上策 

 ・港湾労働者の通勤利便性の向上など、職場環境改善に向けた取組 

 

【主なソフト施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 内２．

内（１）

   国
スト

   内

載数

燃料

   横

を増

る。

 

 （２）

 ① 外

  横

けす

ない

方の

 

 ② タ

内

１～

ター

続性

な

必要

検討

内航船を活

内航輸送の活

国内貨物を広

ト競争力の強

内航船社にお

数を高めるた

料費などの追

横浜港では、

増加させてい

 

内航輸送活

外内貿一体タ

横浜港では、

することを基

いこと、外航

の船会社から

ターミナルの

内航船が大型

～３や本牧 C

ーミナル内で

性を高めてい

なお、バース

要に応じ専用

討していく。

用した集荷

活性化に向け

広く横浜港に

強化が必要で

おいては、競

ための複数タ

追加的な輸送

内航フィー

いるところで

活性化に向け

ターミナルの

内航船と外

基本としてき

航船社の荷役

ら評価されて

の一体的な運

型化する中、

CD 間の埋立に

での岸壁の相

いく。 

ホッピングの

用バースの港

 

荷 

けた課題 

に集中させる

である。 

競争力の強化

ターミナルへ

送コストの増

ーダー支援や

ではあるもの

けた取り組み

形成 

外航船の効率

きた。この点

役体制を活用

ており、今後

運営による内航

バースホッ

により複数の

相互融通を可

の低減に向け

港湾計画への

125 

るためには、

化に向け船舶

へのバースホ

増加も懸念さ

や、国による

のの、内航輸

み 

率的な接続の

点は、直付け

用できること

後も外内貿一

航船と外航船

ピングの低

のターミナル

可能とし、ス

けては引き続

の位置付けや

釜山港等を

舶の大型化を

ホッピングや

れる。 

モデル事業

輸送活性化に

のため、内航

けしない場合

等から競争

体となった

船の接続強化

減やスケジ

ルの一体的な

ケジュール

続きの課題で

や、効率的な

経由する外航

進めている

、スケジュー

の実施など

向けては更

船を外航船

と比較し、横

力を持ちやす

ターミナル形

化 

ュール維持に

な運営を図っ

の維持と、

であり、関係者

横持輸送の

航フィーダー

が、その一方

ール維持への

を行い、内航

なる取組が必

と同じバース

横持ち輸送が

すく、内航

形成を続けて

に向けて、南

っていく。これ

内航船と外航

者間の協議

あり方など

ーとのコ

方で、積

の影響、

航貨物量

必要であ

スに直付

が発生し

・外航双

ていく。 

南本牧 MC

れにより、

航船の接

を重ね、

について
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が必

特

能と

隣ま
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鉄（２）

  横浜

ミナル

ナルを

  また

り、荷

  こう

要を喚

と検討

   

  

 

鉄道を活用

鉄道輸送の活

横浜港では、

るため、鉄道

道輸送の活性

しかしながら

便性・コスト

必要である。

特に、諸外国

となっており

まで鉄道が敷

 

鉄道輸送の活

浜港では、現

ルであり、コ

を本牧ふ頭駅

た、鉄道事業

荷主発掘や輸

うした取組と

喚起し、その

討を進める。

した集荷 

活性化に向け

東北・日本

道フィーダー

性化を図って

ら、更なる鉄道

ト競争力の強

 

国の港湾にお

り、横浜港に

敷設されてい

活性化に向け

現時点で鉄道

コンテナター

駅側へ拡張す

業者において

輸送拡大に向

とともに、横

の次のステッ

 

 

けた課題 

本海側などか

輸送を利用

てきた。 

道輸送の活性

強化に向けた

おいては、タ

においても鉄

いる本牧ふ頭

けた取組 

道のオンドッ

ーミナル内へ

すること等を

ても海上コン

向けた働きか

横持輸送の効

ップとしてオ
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から国外他港

し横浜港から

性化のために

た、国・鉄道

ターミナル内

鉄道駅への横

頭駅でのオン

ックターミナ

への本牧ふ頭

を検討してい

ンテナの鉄道

かけを行って

効率化の支援

オンドックタ

港を経由して

ら海上輸送を

には、海上コ

道事業者・港

内まで鉄道が

横持ちの効率

ンドックレー

ルの実現の

頭駅の引き込み

る。 

輸送の活性化

いる。 

援などによりオ

ーミナルの実

国外へ輸送

を行う事業に

ンテナの荷役

港湾関係者な

引き込まれ効

化のみならず

ルについて

可能性が高い

みや、あるい

化について意

オンドックと

実現について

される貨物

に支援するこ

役環境の整備

どが協調した

効率的な接続

ず、ターミナ

の検討も必要

いのは本牧

いはコンテナ

意欲的に検討

と同等レベル

て、鉄道事業

を集荷

ことで、

備や、

た取組

続が可

ナル近

要であ

BC ター

ナターミ

討してお

ルでの需

業者など



 

 ロ４．

背（１）

近年

が一層

進むと

輸出

高度化

 

基（２）

アジ

流通加

 

ロ（３）

 ・国道

強化

 ・埠頭

ふ頭

 ・新本

を配

拠点

 ・物流

ロジスティ

背景・課題 

年、アジア諸

層深化してい

とともに、物

出入貨物の 9

化・効率化に

基本的な考え

ジア諸国や欧

加工機能を有

ロジスティク

道 357 号の延

化に向けた取

頭間での共同

頭を中心に、

本牧ふ頭及び

配置する。ま

点を形成する

流施設の再編

クス機能の

諸国の経済成

いる。また、

物流施設の高

99.7%が港湾

に対応し、高

え方 

欧米との輸出

有し、港湾か

クス機能強化

延伸や、横浜

取組を進める

同配送などの

本牧ふ頭 A

び既存の本牧

また、両埠頭

る。 

編・高度化等

の強化 

成長と競争力

消費者ニー

高機能化・大

湾を経由して

高付加価値を

出入機能をさ

ら高付加価値

化に向けた取

浜環状道路北

る。 

の取組を推進

A 突堤および

牧ふ頭のコン

頭間のターミ

等を促進する
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力強化を背景

ーズの多様化

大型化の傾向

ている中、港

を生み出すこ

さらに強化し

値を生み出す

取組 

北西線の整備

進するため、

び京浜臨海部

ンテナターミ

ナルを接続

るための国の

景に、グロー

化もあいまっ

がみられる。

港湾は単なる

とが求められ

していくため

す高質なロジ

備など、本市

広域ネット

部にロジステ

ナルの直背

続し、一体的

補助制度や無

バル・サプ

て、輸送形態

。 

物流の結節点

れる。 

、迅速な集配

ジスティクス

市全体で広域

ワークとの連

ィクス機能

後に、ロジ

な利用を図

無利子貸付制

ライチェー

態の多頻度小

点ではなく、

配送機能や、

ス・ハブを形成

域的なネット

連絡性に優れ

能を集積する。

スティクス

ることで、一

制度を活用す

ンの動き

小口化が

、物流の

、高度な

成する。 

ワークの

れる大黒

。 

関連用地

一大物流

する。 
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横

など

の質

ま

災害

に、

そ

継続

 

今（２）

○ふ

通

○災

や

○C

L

 

 

港のスマー

基本的な考え

横浜市は「環

ど、新しい要

質や利便性の

また、東日本

害発生時にお

コンテナタ

そこで、横浜

続性の確保を

今後の取組 

ふ頭における

通信技術（Ｉ

災害発生時の

や蓄電池の導

CO２削減や省

LED 照明の導

ト化 

え方 

環境未来都市

要素を取り入

の向上と環境

本大震災の経

おいても、物

ターミナルや

浜港では、①

を目指すため

る一括受電の

ＩＣＴ）等を

の物流機能を

導入など、エ

省エネを推進

導入など、設

」、「環境モデ

入れた街づく

境負荷の低減

経験を踏まえ

物流機能が継

や倉庫等の稼

①エネルギー

め「港のスマ

の導入や、荷

を活用した、

を維持させる

エネルギーの

進するため、

設備の高効率

港のスマ
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デル都市」の

りの取組を

減を両立する

え、我が国の

継続できるよ

稼働に必要な

ー利用の効率

マート化」を

荷役設備の電

エネルギー

るため、太陽

の確保や電力

、ハイブリッ

率化・省エネ

 

マート化のイ

の選定を国か

を進めている

持続的な取組

の物流拠点で

う、公共イ

エネルギー

率化、②低炭

進めていく。

電力使用のピ

マネージメ

陽光発電をは

供給の多重化

ッド型トラン

ネ化の取組を

イメージ 

ら受け、エネ

。横浜港にお

組が必要であ

ある横浜港

ンフラの耐震

の確保が求め

素化及び③災

。 

ークカット

ントの導入検

じめとする再

化について検

ンスファーク

を着実に進め

ネルギー対策

おいても、港

ある。 

は、大規模地

震化を進め

められている

災害時にお

・最適化な

検討を進める

再生可能エネ

検討を進めて

クレーン、エ

めていく。 

策や BCP

港湾活動

地震等の

るととも

る。 

ける事業

ど、情報

る。 

ネルギー

ていく。 

エコ船舶、
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